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国際物流戦略チームを取り巻く最近の動向について 
１．全般の動き 

 
1 

  
  
  

  

  

  

  

  

２．各分野の動き 

（１）国際コンテナ戦略港湾政策の概要 …10 

（２）国際コンテナ戦略港湾・阪神港における「集貨」・「創貨」・「競争力強化」の取組 …12 

（３）関西国際空港のコンセッションの進展 …17 

（４）環境にやさしいモーダルシフトや物流効率化の推進 …19 

（５）若年内航船員の確保・育成対策 …21 

（６）トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会 …22 

（７）JR貨物が取り組む国際複合一貫輸送の３つの柱 …23 

（８）近畿圏における道路ネットワークの整備状況について …26 



第２章 成長と分配の好循環の実現 
２．成長戦略の加速等 
（１）生産性革命に向けた取組の加速  

⑤ サービス産業の生産性向上 
 労働力不足が深刻化する中、トラックの隊列走行やダブル連結トラックの早期実現、特車通行許可の迅速化、小型無人機（ドローン）による
荷物配送、港湾の荷役機械の遠隔操作等により物流生産性革命の実現を図る。  

 
（２）新たな有望成長市場の創出・拡大 

③ＰＰＰ／ＰＦＩの推進サービス産業の生産性向上 
 公共施設等の整備・運営への民間のビジネス機会を拡大するため、国及び人口20万人以上の地方公共団体等における実効ある優先的検

討の枠組みの構築・運用、地域の民間事業者の案件形成力を高めるための地域プラットフォームの形成・活用、民間資金等活用事業推進機
構の活用等により具体的な案件形成を図り、地域経済の好循環を促していく。これにより、「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン」に掲げる10年間
（平成25年度から平成34年度まで）の事業規模目標21兆円を目指す。 
 

（４）地方創生、中堅・中小企業・小規模事業者支援 
③ 地域の活性化 
（地域の活性化） 

 広域的な高速交通ネットワークの早期整備・活用を通じた内外の人流や物流の拡大を図る。 
 
 地域の基幹産業の国際競争力を確保するため、造船業等における地域発のグローバルイノベーションの創出を推進するとともに、港湾等の
ロジスティクス機能の強化を図る。  

 
（５）防災・国土強靱化、成長力を強化する公的投資への重点化  

① 社会資本整備の重点化と生産性革命  
 社会資本整備については、「社会資本整備重点計画」等に基づき、既存施設の最大限の活用を図りつつ、国際競争力の強化、国土強靱化、
防災・減災対策、コンパクト・プラス・ネットワーク、老朽化対策などの成長力を強化する分野に重点化し、ストック効果が最大限発揮されるよう、
長寿命化の観点及び中長期的な建設業の担い手の確保の観点も踏まえ、建設生産システムの生産性の向上を図りつつ、戦略的な取組を安
定的・持続的に進める。 
 人口減少下でも生産性向上による持続的な経済成長を実現するため、効率的な渋滞解消策など社会のベースの生産性向上に資するインフ
ラの計画的整備を行う。あわせて、物流効率化、ＩＣＴ導入等による産業別の生産性の向上や、新技術の活用による未来型の生産性向上を強
力に推進（生産性革命）する。 

経済財政運営と改革の基本方針２０１６ （平成２８年６月２日 閣議決定） ① 
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第３章 経済・財政一体改革の推進 
５．主要分野ごとの改革の取組 
（２）社会資本整備等 

① 基本的な考え方 
また、既存施設の最大限の活用を図りつつ、国際競争力の強化、国土強靱化、防災・減災対策、老朽化対策等の分野について、ストック効

果が最大限発揮されるよう、「社会資本整備重点計画」等に基づき、安定的・持続的な公共投資を推進しつつ戦略的な取組を進める。 
さらに、公共施設等の整備・運営において、コンセッション方式をはじめとする多様なＰＰＰ／ＰＦＩ手法の活用を進めるとともに、将来的に労働

人口の減少が見込まれる中、建設生産システムの生産性の向上や担い手の確保を図る。 
 
④ ＰＰＰ／ＰＦＩの推進 

多様なＰＰＰ／ＰＦＩを推進するため、「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン」に掲げる10年間（平成25年度から平成34年度まで）で21兆円の事業
規模目標の確実な達成に向けて、ＰＤＣＡを徹底するとともに、進捗状況等について「見える化」を図る。特に、コンセッション事業の活用を拡大
するとともに、国及び人口20万人以上の地方公共団体等において実効ある優先的検討の仕組みを構築・運用することにより、収益型事業及
び公的不動産利活用事業の実現を目指す。あわせて、ＰＰＰ／ＰＦＩの実務に携わる人材を育成する。 

さらに、地域の民間事業者によるＰＰＰ／ＰＦＩ事業の案件形成力を高める地域プラットフォームの形成を推進するとともに、民間資金等活用
事業推進機構の積極的な活用を図る。 

 
⑤ 戦略的な社会資本整備 

 社会資本整備については、民間投資誘発効果の高い事業や、国民の安全・安心を確保するストック効果の高い社会資本へと選択と集中を
進める。具体的には、大都市圏環状道路、国際戦略港湾、国際拠点空港等の整備のほか、防災・減災対策、国土強靱化、老朽化対策等によ
り社会経済活動の継続性を確保する。また、人口減少下であっても持続的で力強い経済成長に貢献する「生産性革命」を推進するため、ピン
ポイントの渋滞対策等により人流・物流の効率化を図り「社会のベース」の生産性向上を実現していく。  

経済財政運営と改革の基本方針２０１６ （平成２８年６月２日 閣議決定） ②  
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第２ 具体的施策 
１１．都市の競争力の向上と産業インフラの機能強化 

（２）新たに講ずべき具体的施策 
 我が国の国際競争力を強化し、経済成長を促進するため、高規格幹線道路、整備新幹線、リニア中央
新幹線等の高速交通ネットワーク、国際拠点空港、国際コンテナ・バルク戦略港湾等の早期整備・活用
を通じた産業インフラの機能強化を図るとともに、「賢く投資・賢く使う」戦略的インフラマネジメントやコン
パクトシティ・プラス・ネットワークの取組を進め、民間投資の喚起や生産性向上等のインフラのストック
効果が最大限発揮される取組を進める。あわせて、以下の施策を講ずる。 
 
ⅱ）産業インフラの機能強化 

 長時間労働の削減に向けたトラック事業者・荷主等から成る協議会での取組、下請等中小企業の
取引条件改善など適正取引の推進に向けた取組、ITを活用した中継輸送を含む共同輸送の導入促
進など等を推進するほか、以下の取組等を推進し、2020年までに物流事業者の労働生産性を２割程
度向上させるなど、「物流生産性革命」の実現を図る。 
・道路ネットワークのストック効果を最大限に発揮させ、迅速かつ円滑な物流の実現、交通渋滞の緩
和等を図るため、首都圏3環状道路をはじめとする三大都市圏環状道路などについて整備を推進す
るとともに、利用重視の新たな料金体系の導入やETC2.0等のビッグデータを活用したピンポイント
渋滞対策を実施する。 

・高速道路等へのアクセス性の高い物流拠点の整備等を促進するため、物流拠点との直結や道路空
間の有効活用について新たなルールの検討等を行う。 

日本再興戦略２０１６ （平成２８年６月２日 閣議決定） 
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未来への投資を実現する経済対策 （平成２８年８月２日 閣議決定） 
 

第２章  
Ⅱ．２１世紀型のインフラ整備 
（３）リニア中央新幹線や整備新幹線等の整備加速 

②成長の基盤となるインフラ整備  
・ 大都市圏環状道路等の物流ネットワークの強化や渋滞対策、開かずの踏切等の対策を推進する。  
・ 民間都市開発事業を推進するとともに、船舶の大型化に対応して、国際戦略港湾等の整備を進める。 
 

（３）リニア中央新幹線や整備新幹線等の整備加速 
・リニア中央新幹線、整備新幹線、高規格幹線道路等の広域的な高速交通ネットワークの整備・活用
（ETC2.0の利用者に対する高速道路料金の大口・多頻度割引等を含む）（国土交通省） 

・大都市圏環状道路等の物流ネットワークの強化、渋滞対策（国土交通省） 
・国際コンテナ戦略港湾等の機能強化、LNG燃料供給拠点となるシンガポールと連携した港湾の形成促進
（国土交通省） 

・地域の基幹産業の競争力強化及び地域活性化に資する港湾整備（国土交通省） 
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５．「戦後最大の名目GDP600 兆円」に向けた取組の方向 
（７）サービス産業の生産性向上 

サービス産業は我が国のGDP の約７割を占め、地域の雇用と経済も支えている。中堅・中小企業も多い
サービス産業の生産性の向上無くして、国民一人一人が経済成長と地域社会の活力を実感はできない。ト
ラック、旅館、卸・小売業等７分野等の生産性をデータ・IT の利活用や中小企業支援機関等の支援によって
向上させる。 

 
（12）国土強靱化、ストック効果の高い社会資本整備 

 「PPP/PFI 推進アクションプラン」で定められた事業規模目標達成のため、重点分野におけるコンセッショ
ン事業を推進するとともに、PPP/PFI を優先的に検討する枠組みの実効ある運用や地域プラットフォームの
形成を推進する。 

ニッポン一億総活躍プラン （平成２８年６月２日 閣議決定） 

Ⅱ ＴＰＰ関連政策の目標 
１ ＴＰＰの活用促進 
（２）新たな市場開拓、グローバル・バリューチェーン構築支援 

③農林水産物・食品輸出の戦略的推進 
（目標）平成３２年の農林水産物・食品の輸出額１兆円目標の前倒し達成を目指す。 

○高品質な我が国農林水産物の一層の輸出拡大、輸出阻害要因の解消、６次産業化・地産地消によ
る地域の収益力強化等により、攻めの農林水産業を推進する。 

○農商工連携によりグローバル市場開拓を目指す中堅・中小企業等に対し、コンソーシアムの活用に
よる支援を行うとともに、物流効率化・高度化を含めた技術・新商品開発、販路開拓等の取組等を
促進し、新事業の創出拡大や海外市場開拓を促進する。 

総合的なＴＰＰ関連政策大綱 （平成２７年１１月２５日 ＴＰＰ総合対策本部決定） 
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農林水産業の輸出力強化戦略 （平成２８年５月１９日 農林水産業・地域の活力創造本部決定） 

Ⅲ 農林水産業の輸出力強化に向けた具体的な戦略 
第１ 民間の意欲的な取組を支援する 
３．生産物を海外に運ぶ、海外で売る（物流） 

（１）安く運ぶ 
・改正物流総合効率化法の活用による共同輸送の促進等を通じた出荷単位の大口化 
・就航ニーズの高い国内空港の発着便数の拡大等による競争環境の整備 
・空港着陸料減免措置の継続 
・生鮮品の大量かつ低コストの海上輸送を可能とする最新の鮮度保持輸送技術の普及の促進・新規技
術開発 

・空港における流通加工基地の設置など流通工程の簡素化〔民間〕 
 

（２）より多く、品質を守って、運ぶ 
・空港・港湾等の輸出拠点周辺における冷蔵倉庫等の整備の促進 
・港湾におけるリーファーコンテナ輸出環境の向上 
・クール宅配システム等の規格化・国際標準化に向けた取組の促進 
 

（３）中小事業者が売りやすくする 
・卸売市場内に輸出向けに利用できるコンテナヤード等を整備するとともに、市場内で各種輸出関係証
明書を発行 

 
４．輸出の手間を省く、障壁を下げる（輸出環境の整備） 

（１）輸出手続の手間を省く 
・NACCS（輸出入・港湾関連情報処理システム）により一元処理できる証明書の範囲の拡大（輸出証明
書（原発事故関連）、漁獲証明書、衛生証明書について、平成28年度中の実施を目指し、関係省庁間
で調整） 



国土交通省生産性革命プロジェクト 

出典：第26回 産業競争力会議（平成２８年４月１９日） 資料 8 出典：国土交通省「国土交通省生産性革命プロジェクト」パンフレット（平成２８年８月） 
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国土交通省生産性革命プロジェクト 

出典：国土交通省生産性革命本部（第２回会合）（平成28年4月11日） 資料 



○ 国際基幹航路の我が国への寄港を維持・拡大することにより、企業の立地環境を向上させ、我が国経済の国際
競争力を強化 ⇒  雇用と所得の維持・創出 

政 策 目 的  ：  国 際 基 幹 航 路 の 我 が 国 へ の 寄 港 を 維 持 ・ 拡 大 す る こ と  政 

策 

目 

的 

※国際基幹航路の我が国への直接寄港が少なくなると、本来最も安価で短時間の直接寄港ルートが減るというサービス水準の直接の
低下に加え、我が国立地企業の輸送が海外トランシップを経るルートを選択せざるを得なくなり、我が国立地企業が直接寄港ルートと
の比較による価格交渉力を失い、海外トランシップルートの料金高騰等立地環境の悪化を招く。また、積み替え時の積み残し等による
遅延リスク、荷傷みのリスク等も懸念される。 

政 

策 

目 

標 

国際コンテナ戦略港湾に寄港する欧州基幹航路を週３便に増やすとともに、北米基幹航路のデイリー寄港を維持・拡大する。また、
アフリカ、南米、中東・インドといった、現状で我が国への寄港が少ない航路の誘致も進める。 

国際コンテナ戦略港湾において、グローバルに展開する我が国立地企業のサプライチェーンマネジメントに資する多方面・多頻度の
直航サービスを充実する。 

平成２６年から、概ね５年以内 

平成２６年から、概ね１０年以内 

国際コンテナ戦略港湾の 
「競争力強化」 

国際コンテナ戦略港湾への 
「集貨」 

国際コンテナ戦略港湾背後 
への産業集積による「創貨」 

主 

な 

施 

策 

○国際コンテナ戦略港湾の港湾運営会社に対す

る集貨支援 
○国際コンテナ戦略港湾背後に立地する物流

施設の整備に対する支援 
○コンテナ船の大型化や取扱貨物量の増大

等に対応するための、大水深コンテナ

ターミナルの機能強化 

○国際コンテナ戦略港湾の港湾運営会社に対

する国の出資 

○平成22年８月 阪神港・京浜港が国際コンテナ戦略港湾に選定 

 

○荷役システムや情報技術を活用した海上

コンテナ物流の高度化実証事業等によ

るコスト削減、利便性向上のための取組の

推進 
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国際コンテナ戦略港湾政策の概要 



阪神港・京浜港における特定港湾運営会社の設立 

◆設立日    平成26年10月1日 

         （特例港湾運営会社である大阪港埠頭㈱と神戸港埠頭㈱が経営統合） 

◆指定日    平成26年11月28日（港湾法に基づく港湾運営会社の指定） 

◆国出資日 平成26年12月26日 

◆代表者    代表取締役会長 犬伏 泰夫（元 神戸港埠頭(株)代表取締役社長） 

                   代表取締役社長 川端 芳文（元 大阪港埠頭(株)代表取締役社長） 

◆所在地    兵庫県神戸市中央区御幸通８丁目１番６号 神戸国際会館２０階  

◆社員数   ８７名 

◆出資比率  国(34%)、神戸市(31%)、大阪市(31%)、民間企業(4%) （合計14.6億円） 

  
「阪神国際港湾株式会社」の概要   

「横浜川崎国際港湾株式会社」の概要 

◆設立日    平成28年1月12日 

            （特例港湾運営会社である横浜港埠頭㈱が新設分割により設立） 

◆指定日    平成28年3月4日（港湾法に基づく港湾運営会社の指定） 

◆国出資日  平成28年3月25日 

◆代表者   代表取締役社長 諸岡 正道 

           （元 ＮＹＫﾊﾞﾙｸ･ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ貨物輸送（株）代表取締役社長） 

◆所在地   神奈川県横浜市西区みなとみらい２丁目３番１号 
 

◆社員数   ２８名 

◆出資比率  国(50％)、横浜市(45％)、川崎市(4.5％)、民間企業(0.5％) （合計10億円） 

 阪神港においては平成26年12月に、京浜港においては平成28年3月にそれぞれ国が港湾運営会社に出資を行
い国・港湾管理者・民間のオールジャパンで運営する体制を構築。 

神戸市 
4.5億円 
（31%） 

大阪市 
4.5億円 
（31%） 

国 
5億円 
（34%） 

民間企業 
0.6億円 
（4%） 

出資総額14.6億円 

国 
5億円 

（50.0％） 

横浜市 
4.5億円 
（45.0％） 

川崎市 
0.45億円
（4.5％） 

民間企業 
0.05億円 
（0.5％） 

出資総額10億円 

阪神国際港湾株式会社 
のシンボルマーク 

横浜川崎国際港湾株式会社 
のシンボルマーク 

クイーンズタワーＡ棟 １４階 
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• 現在、阪神港へ寄港せずに北米・中国間を運航している航路を、阪神港への寄港
を実現させる。 

 平成26年10月１日に経営統合した阪神国際港湾株式会社により、基幹航路の維持・拡大に必要なコンテ
ナ貨物を集貨するための国際戦略港湾競争力強化対策事業（国による補助：事業費の1/2）を実施。 

 阪神港の国際フィーダー航路網を充実させるため、
阪神港と西日本諸港を結ぶ国際フィーダーにおける
新規航路の開設や既存航路の増便など、内航船社
との間で事業を実施をする。 

 北米・欧州等発着の貨物を集貨し、スケールメリットを活かすことでターミ
ナルコストの低減を促進するために、外航船社、鉄道又はトラック等の陸
上輸送事業者、フェリー船社、荷主等との間で海外フィーダー貨物の阪神
港への集貨が見込まれる事業を実施する。 

 阪神港に新規寄港するコンテナ定期航路を運航
する外航船社との間で、新規基幹航路を開設する
事業を実施する。 

 コンテナターミナルのゲート前の混雑の
緩和を図り、コンテナ貨物の搬出入にかか
る時間の短縮を図るため、早朝及び昼休
み時間帯のゲートオープンに対する事業
を実施する。 

• 瀬戸内・九州の各港と阪神港を結ぶ国際フィーダー船を外航船社の専用
船とし、阪神港発着の母船と接続。 

• 主な寄港地   神戸～福山～神戸～岩国～神戸～門司 

事例 

瀬戸内・九州の貨物を阪神港から北米・欧州へ 

• 現在、徳山から釜山T/Sで北米まで輸送されている貨物を、本事業の活用
で神戸接続に転換する。 

• 輸送ルート  徳山～釜山～北米 ⇒ 徳山～神戸～北米 

事例 

釜山Ｔ/Ｓ貨物を阪神港から北米・欧州へ 

国際基幹航路を阪神港へ誘致 

事例 

• 早朝時間帯や昼休み時間帯もゲートオープンを行い、混雑緩和を図る。 
ゲート前混雑の緩和、待ち時間の短縮 

事例 

イメージ イメージ イメージ 

国際フィーダー利用促進事業 

渋滞対策事業 

新規航路誘致事業 海外フィーダー等貨物誘致事業 

基幹事業名 主な対象者

国際フィーダー利用促進事業 内航船社

海外フィーダー等貨物誘致事業

海外フィーダー貨物等誘致事業 外航コンテナ船社

陸上輸送等貨物誘致事業 荷主、フォワーダー

新規航路誘致事業 外航コンテナ船社

航路サービス拡充促進事業 外航コンテナ船社

渋滞対策事業 ゲートオープン時間延長事業等 ターミナルオペレーター

個別事業名

広域集貨促進事業

新規基幹航路誘致事業

港湾運営会社による集貨支援制度 

12 



• 瀬戸内・九州の各港と阪神港を結ぶ国際フィーダー船を
外航船社の専用船とし、阪神港発着の母船と接続する。 

• 主な寄港地   神戸～福山～神戸～岩国～神戸～門司 

事例 

内航航路網を充実し、阪神港への集貨促進 

〔主な事例〕 

その他、海外フィーダー等貨物誘致事業、新規航路誘致事業、渋滞対策事業を実施し、国際競争力強化対策事業を実施。 

 東アジア主要港へ流れている西日本諸港の海外トランシップ貨物
を阪神港に集積するため、国際フィーダー輸送網の充実を目的とし、
阪神港に寄港する内航輸送体制を構築する事業  

内航船社を支援 国際フィーダー利用促進事業 

「国際戦略港湾競争力強化対策事業」を活用することにより、西日本諸港における国際フィーダー航路の寄港
便数が２９便／週増加し、また、国内外の貨物を阪神港へ約１４万ＴＥＵ集貨（平成２７年度実績）。 

事業実施前（2014.4） 事業実施後（2016.8） 

寄港便数：９７便／週 寄港便数：６８便／週 

阪神 

志布志（３便） 

薩摩川内 
（１便） 

油津（１便） 

細島（１便） 

大分（２便） 

八代（１便） 

博多（４便） 

松山 
（４便） 

三島川之江 
（３便） 

高松 
（１便） 

徳島小松島 
（２便） 

大竹 
（２便） 

三田尻中関 
（１便） 

徳山下松 
（４便） 

岩国 
（１便） 

広島（６便） 

福山（１便） 

今治 
（２便） 

水島（７便） 

姫路 
（３便） 

門司（６便） 

北九州（２便） 

宇部（２便） 

（その他） 

新居浜 
（２便） 

２９便／週の増加 
（約４３％増） 

※ 赤字・赤丸（●）の港は、寄港便数が増加した港 

（その他） 

門司（８便） 

阪神 

北九州（３便） 

博多（５便） 

八代（１便） 

大分（３便） 

細島（２便） 

油津（１便） 

志布志（３便） 

薩摩川内
（１便） 

宇部（３便） 

三田尻中関 
（６便） 

徳山下松 
（５便） 

大竹 
（３便） 

岩国 
（３便） 

広島（１２便） 

福山（１便） 
水島（９便） 

松山 
（４便） 

今治 
（２便） 

三島川之江 
（４便） 

高松 
（１便） 

徳島小松島 
（1便） 

姫路 
（３便） 

新居浜 
（２便） 

長崎（１便） 

伊万里（１便） 

和歌山 １便／週 

名古屋 ２便／週 

横浜 ５便／週 

東京 １便／週 

和歌山 １便／週 

四日市 １便／週 

名古屋 ２便／週 

横浜 1便／週 

東京 １便／週 

川崎 １便／週 

国際コンテナ戦略港湾への｢集貨｣ 
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我が国港湾のアジア・イーストゲートとしてのハブ機能の強化 

14 

 港湾運営会社が基幹航路の維持・拡大に必要なコンテナ貨物の集貨や新規航路の誘致のた
めに実施する事業に対し支援を行う。 
 特に、国際基幹航路の維持・拡大を強力に推進するため、高い経済成長等を背景に増大する
東南アジア地域貨物等を取り込むべく、アジアからの広域集貨を図る。 

我が国港湾のアジア・イーストゲートとしてのハブ機能の強化 

出典：国土交通省港湾局「平成29年度 港湾局関係 予算概算要求概要」（平成28年8月）  



国際戦略港湾に立地する    
   物流施設の整備に対する支援事業 

（特定用途港湾施設整備事業） 

老朽化・陳腐化した物流施設の再編・高度化の促進事業 
（港湾機能高度化支援施設整備事業） 

【国際戦略港湾における創貨のイメージ （倉庫の場合）】 

国際戦略港湾の 
コンテナターミナル 

流通加工機能を有する倉庫 
（ロジスティクス・ハブ機能の強化） 

背後に立地する倉庫とコンテナ
ターミナルが円滑に連携 

【対象施設】  
  国際戦略港湾（阪神港、京浜港）の埠頭の近傍
に立地する物流施設（上屋、倉庫） 
 
【貸付比率】 
  国 ： 港湾管理者 ： 民間事業者  
                  ＝ ３ ： ３ ： ４  

 国際戦略港湾において、流通加工機能を有する荷
さばき施設（上屋）又は保管施設（倉庫）を整備す
る民間事業者への無利子貸付を行う。 

 港湾における防災機能の向上及び効率的な物流網の形成を図る
ため、港湾に立地する老朽化・陳腐化した物流施設の再編・高度化
に対する補助を行う。 

阪神港における企業進出のための支援制度を拡充することで、貨物の需要の創出を促進する。 

以下の要件を全て満たす事業 
 ２以上の物流施設の更新を伴う、２以上の事業者による物流施設の整備であること 
 整備される物流施設の延床面積が３千m2以上となること 
 当該港湾における防災機能の向上及び物流の効率化が図られるものであること 

【対象事業】 

物流施設の共用部（ランプウェイ・スロープ等）※及び共同施設（道路・緑地等）    
    ※免震機能を含む 

【補助率】 

 １／３ 

【補助対象施設】 

老朽化・陳腐化した物流施設 複数の物流施設を 
再編・高度化 ランプウェイ 

緑地 
道路 

：補助対象施設の例 

・耐震性の向上 
・荷さばき・転回スペース 
 の確保 
・物流機能の高度化 
  

国際コンテナ戦略港湾における「創貨」 
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国際コンテナ戦略港湾の「競争力強化」 

■大水深コンテナターミナル等の整備の推進 

 スケールメリット追求のためコンテナ船の大型化がますます進展する中、欧州航路においては

14,000TEU超クラスが、北米航路においては8,000TEU～10,000TEUクラスが主流となっている。 

基幹航路に就航する大型船の入港を可能とするため、国際コンテナ戦略港湾において、国際標準

の水深、広さを有するコンテナターミナル等の整備を推進する。 

出典：国土交通省港湾局「平成29年度 港湾局関係 予算概算要求概要」（平成28年8月）  16 



関西国際空港のコンセッションの進展について 

17 

貸付 地代 

新関西国際空港株式会社 （国出資100％） 

関空土地保有会社 
連結会社 

◇関西国際空港の滑走等の空港資産の所有 
◇伊丹空港の土地・滑走等の空港資産の所有 

 関西エアポート株式会社 
公共施設等運営権を取得し、両空港の運営を実施 
（運営期間：2016年4月～60年3月の44年間） 

運営権対価 

空港 
管理者 

運営権者  着陸料・商業売上等の
運営収入 

 関空の国際拠点空港
としての再生・強化、 
関西全体の航空輸送
需要の拡大 
 

 関空債務の早期の  
確実な返済 

［役割分担］ 

運営権の設定 

KIX ITM 

関西国際空港及び大阪国際空港の運営 



関西国際空港のコンセッションの進展について 

コンセッション運営開始までの流れ 

2016年 
4月1日 

2015年
5/22 11/20 12/22 

優
先
交
渉
権
者
選
定 

実
施
契
約
締
結 

運
営
権
設
定 

事
業
移
管 

審
査
結
果
通
知 

二
次
審
査
書
類
提
出 

9/18 

一
次
審
査
書
類
提
出 

一
次
審
査 

        競争的対話 
二
次
審
査 

基
本
協
定
締
結 

（※1） 優先交渉権者選定後速やかに、優先交渉権者の名称及び第二次審査結果の結果概要を適宜の方法により公表する。 
（※2） 審査結果及びPFI法第22条第2項に定める実施契約の内容については、適宜の方法により公表する。 

「オリックス、ヴァンシ・エアポート コンソーシアム」が設立した「関西エアポート株式会社」が運営開始 

新
関
空
会
社
の
取
組 

国
交
省
の
対
応 

12/26 

実
施
方
針
の
策
定
・
公
表 

募
集
要
項
の
配
布 

2014年
7/25 

参
加
資
格
審
査
書
類
受
付 

参
加
資
格
審
査
結
果
公
表 

11/12 

国交大臣承認 国交大臣承認 国交大臣
認可 

財務大臣協議 

国交大臣承認 

財務大臣・関係行政機関の長協議 

コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン 

運
営
開
始 
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○関西の物流分野におけるCO２排出量削減に向けた荷主企業と物流事業者の連携、協働による取組を
支援し、グリーン物流パートナーシップ推進事業の普及・促進を図るため、平成２０年度より  
グリーン物流セミナー（鉄道版）、(海上版）をそれぞれ開催している。 

○平成２８年度についても鉄道版セミナーを９月に開催、海上版セミナーは１１月に開催予定。 

グ リ ー ン 物 流 セ ミ ナ ー  

荷主企業、物流事業者向けに、海運・鉄道へのモーダルシフト推進をテーマとした「グリーン物流セミナー」を開催。 
有識者による講演や施設、荷役の見学等を実施。 

○鉄道版 平成２８年９月２１日開催      

    参加人数：講演 ８８名 

        見学会 ８１名(吹田貨物ターミナル駅） 

○海上版 平成２８年１１月１６日開催予定  

  参加人数：講演・船内見学・相談会 ５０名募集予定  

   会場：阪九フェリー(株)「ひびき」   

環 境 

事務局：近畿運輸局、神戸運輸監理部、近畿経済産業局 

環境にやさしいモーダルシフトや物流効率化の推進  

19 



 トラック輸送から大量輸送機関である鉄道・船舶輸送への転換（モーダルシフト）等を、荷主・物流事業者を中心とする多様・
広範な関係者の連携のもとに推進する。 

「モーダルシフト等推進事業」 
 モーダルシフト等の物流効率化に関する取組において、協議会の開催等の事業計画の策定に
要する経費への支援を行う。またモーダルシフト及び幹線輸送の集約化について、初年度の運
行経費の一部に対する支援を行う。 

 支援対象となる取組   
計画策定 
経費補助 

運行経費 
補助 

大量輸送機関への転換 モーダルシフト 

追加 
（補助率：定額） 

継続 
（補助率：1/2以内） 

トラック輸送の効率化 

幹線輸送の集約化 

共同配送 

対象外 
コンテナラウンドユース 
（往復利用） 

その他のCO2排出量の 
削減に資する取組 

【単位：Ｇ－ＣＯ２／ﾄﾝｷﾛ】 

参考 

内航船舶 

鉄 道 

0 100 200 

217 

25 

39 

営業用 
貨物車 

・ 計画策定経費の支援を通じ、大きな効果が期待できるが実現が容易ではない「多様・広範な関係者  
   による合意形成」を促進。 
・ 計画実行開始後、２年間の実績を報告。 
・ 物流の効率化を通じ、労働力不足対策等に貢献。 

多様・広範な関係者の合意形成による取組のイメージ 
○交通政策基本計画（平成27年2月13日閣議決定）（抜粋） 

出典：厚生労働省「労働経済動向調査」 

基本的方針C.持続可能で安心・安全な交通に向けた基盤づくり 

目標③ 交通を担う人材を確保し、育てる  

＜取組内容を今後新たに検討するもの＞ 
○ﾓｰﾀﾞﾙｼﾌﾄ等による物流の省労働力化のための方策を検討する。 

目標④ さらなる低炭素化，省エネ化等の環境対策を進める  

＜取組内容を今後新たに検討するもの＞  
○更なるﾓｰﾀﾞﾙｼﾌﾄの推進や輸送の省ｴﾈ化など、環境に優しいｸﾞﾘｰﾝ物流の実現方策

を検討する。 

  ［53］ﾓｰﾀﾞﾙｼﾌﾄに関する指標 
 ①鉄道による貨物輸送ﾄﾝｷﾛ 【2012年度 187億ﾄﾝｷﾛ → 2020年度 221億ﾄﾝｷﾛ】  
 ②内航海運による貨物輸送ﾄﾝｷﾛ 【2012年度 333億ﾄﾝｷﾛ → 2020年度 367億ﾄﾝｷﾛ】 

15～19歳 
0% 20～29歳 

9% 

30－39歳 
22% 

40～49歳 
32% 

50～59歳 
22% 

60歳以上 
15% 

出典：総務省「労働力調査」（2014年） 

○労働力不足の深刻化 

50歳以上
が37％ 

＜トラック業界の年齢構成＞ 

○輸送量当たりの二酸化炭素の排出量 

トラック輸送に比べ、船舶輸送は約
６分の１、鉄道輸送は約９分の１の
CO2排出量 

平成28年度 モーダルシフト等推進事業 

20 



・小中学生を対象に実施 
 

・近畿及び近隣の水産系高  
 校６校の学生を対象    
      
 
 

練習船の見学 体験乗船     
（理解醸成段階・進路段階） 

中学校進路指導担当教諭アンケート（教育関
係者への認知度向上） 

インターンシップ   
（就業体験） 

 
船員就職セミナー 

水産系高校での 
講演 

総合学習を利用した 
出前講座（進路段階） 

内航船員対策懇談会 

・近畿運輸局管内の中学校を対象 
 

・近畿運輸局管内の公立中学校    
９６０校に実施 

・京都府立海洋高校、福井 
 県立若狭高校において実施 
・学生及び保護者数名を交    
 えて実施 
・教諭との懇談会実施                    
 

・ＯＳＡＫＡしごとフィールドで 
 船員就職セミナーを実施 
・任期退役予定自衛官に対す   
 る船員就職セミナーを実施 
  

・水産系高校の進路担当教諭、 
 海運事業者、近畿内航船員対 
  策協議会メンバーによるインタ 
 ーンシップ報告・意見交換   
 

「海の魅力」「海運の重要性」の理解を深める 

     
若年船員の確保対策（就職段階） 

長期的視点に立った取組 

＋ 

船員教育機関との連携・就職及び進学促進 

近い将来 
5,000人の不足 

0 

20,000 

40,000 

60,000 

80,000 

S49 S60 H7 H18 H25 

71,269 

59,834 

48,333 

30,277 

27,073 

 約 27,000人 

約 71,000人 

内航船員数の推移 

H26 

若年内航船員の確保・育成対策 
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【 目 的 】 
 トラック運送事業者、荷主、行政等の関係者が一体となり、トラック輸送における取引環境の改
善及び長時間労働の抑制を実現するための具体的な環境整備等を図る。 
※労働基準法改正法案は現在「継続審議」扱いとなっておりますが、月６０時間超の時間外労働に対する割増賃金率引上げ

（２５％→５０％）について、中小企業への適用猶予を見直し、平成３１年４月から適用することとされています。 

【 構成メンバー（近畿６府県） 】 
 ・学識経験者  ・経済団体 
 ・荷主  ・トラック運送事業者 
 ・労働組合 
 ・行政機関 
  （運輸局、労働局、経産局） 

【 スケジュール】 
 
  

  

【 平成２７年度 
    地方協議会実施状況 】 
 ２府４県 各３回 
       延べ１８回 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

①中央・各都道府県におい
て協議会の設置・検討 

②長時間労働の実態調査、
対策の検討 

③パイロット事業（実証実
験）の実施、対策の具体化 

④長時間労働改善ガイドラ
インの策定・普及 

⑤長時間労働改善の普
及・定着 

協議会の設置及び開催 

調査・検証 

パイロット事業の実施 

ガイドラインの策定・普及 

普及・定着の促
進助成事業の
実施 

定
期
的
な
フ
ォ
ロ
｜
ア
ッ
プ 

更
な
る
対
策
の
検
討 

【 平成２８年度 
    地方協議会開催日 】 
  大    阪  ７月２９日 
  京    都  ８月１９日 
  兵    庫  ８月２２日  
  奈    良 １０月１３日 
  滋    賀  ９月２９日 
  和歌山  ８月２４日 

トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会 

22 



23 

▶１．海上コンテナダイレクト輸送サービス 

▶２．SEA&RAILサービス 

▶３．クロスドックサービス（海コン⇔JRコン積替え輸送） 

船社＋JRのレールネットワークを活用した国際

複合一貫輸送としてのパッケージ商品。高速性
と小口対応が売り。 

定期コンテナ船で輸出入されるISO規格の国際
海上コンテナ（20ft、40ft）をそのままダイレクト
に貨車輸送。 

貨物駅内で海上コンテナ⇔JR12ftコンテナを迅
速に積替えることで、全国を網羅する12ftレー
ルネットワークをフル活用。 

JR貨物が取り組む国際複合一貫輸送の３つの柱 

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwiqr9e90vLNAhWFpZQKHbL3DEYQjRwIBw&url=http://www.loop-mx.co.jp/service/container/&psig=AFQjCNFl1NrAWDkZ27wdpPlkCZzi1AWgfQ&ust=1468575007743299
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◆貨車積載方法 
◎コンテナ車1両（60ft）に 20ftは3個まで（重量による）、40ftは1個積載 

40ftコンテナ 20ftコンテナ×最大3個 
※重量により異なる 

（参考）国内コンテナ 

31ftコンテナ×2個 

◎荷役方法 20ft（空・軽量物）はフォークリフト、40ftはトップリフター 

12ftコンテナ×5個 
※貨車１両の最大積載荷重
は約40tとなります。 

Ⅰ.海上ｺﾝﾃﾅ ﾀﾞｲﾚｸﾄ輸送サービス 
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Ⅱ.SEA&RAILサービス 
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